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研究要旨 

不妊治療の情報提供の公的な取組みは、1996 年度の不妊専門相談センター事業から始ま

る。その後、不妊治療の急速な普及やインターネット環境の整備により、不妊に関する情

報のニーズは高まり、かつ情報収取の手段は多様化している。ほぼ全国の自治体で不妊専

門相談センター事業が取り組まれているが、相談対応が中心であり不妊に関する情報提供

にまでその役割を果たしているとは言い難い状況であった。不妊に関する情報提供のあり

方を検討するためには、不妊専門相談センターの取組み以外のインターネット、雑誌、患

者団体等の役割も含めて調査することが求められる。 
 

A．研究目的 

不妊治療の情報提供に関する公的な取組

みとしては、1996 年度に国の不妊専門相談

センター事業（以下「センター事業」とい

う。）が開始されたことに始まる 1。センタ

ー事業では、都道府県、政令指定都市、中核

市（以下「都道府県等」という。）が実施主

体となり、国の補助を受けて不妊専門相談

センターを運営し、不妊に悩む方に対し専

門的知識を有する医師等による相談支援の

取組みが行われている 2。2020 年 8月現在
では、81自治体（自治体単独の４か所を含

む）がセンター事業を実施している 3。 
一方で、2004 年度から、体外受精、顕微

授精等（特定不妊治療）の生殖補助医療に係

る治療費の経済的負担の軽減を図るため、

高額な特定不妊治療費の一部について都道

府県等が助成を行う事業が行われている 4。

助成件数は、2004 年度に約 1万 8千件であ

ったが、2020 年度には約 13万 5千件と急

増している 4。また、体外受精・胚移植の治

療件数も増加し、2019 年の治療周期総数は

458,101件、出生児数は 60,598 人（全国出

生児数の約 7.0％）となっている 5。さらに

は、2022 年度からは特定不妊治療等は公的

医療保険の対象となっており、不妊治療の

一層の普及が予想され、不妊治療の情報提

供についての患者等のニーズが高まると予

測される。（スライド 1） 
センター事業に関する国の補助要綱では、

不妊や不育症について悩む夫婦等を対象に、

健康状況に応じた不妊に関する相談指導、

不妊治療と仕事の両立に関する相談指導等

に加えて、不妊治療に関する情報提供を実

施するとされている 2。また、実施担当者は、

不妊治療に関する専門的知識を有する医師

のほか、社会福祉や心理に関して知識を有

する者等とされている 2。センター事業によ
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る不妊治療の情報提供の取組みは、相談支

援の取組みと一緒に実施されている。（スラ

イド２）2013 年 8月の「不妊に悩む方への

特定治療支援事業等のあり方に関する検討

会」報告書では、センター事業の見直しの方

向性に関して、地方事自治体によって、取組

み内容に差が生じていることに加えて、イ

ンターネット環境の変化や民間の支援団体

の増加等により、基本的な情報については、

不妊治療を希望する方・受けている方自ら

が容易に得られるようになり、不妊専門相

談センターで対応する必要性は低くなって

いると指摘している 1。（スライド 3） 
このように、不妊治療の情報提供につい

ての患者等のニーズの高まりが予測される

一方で、不妊に関する基本的な情報につい

ての公的な関与は低くなっていく傾向にあ

ると考えられる。しかしながら、不妊に悩む

者や不妊患者が情報提供を受ける手段や内

容等は必ずしも明らかとなっておらず、望

ましい情報提供の体制についても明らかと

なっていない。そこで、本研究班では３年計

画で情報提供の実態把握、望ましい情報提

供のあり方について検討を行うこととして

いる。３年計画の１年目の本年度は、不妊の

情報提供に関するセンター事業の役割の検

討、不妊の情報提供に関する先行研究、調査

計画（調査方法、設問等）の検討等を行った。

（スライド 4） 
 
B．研究方法 

 厚生労働省が取りまとめた全国の不妊専

門相談センター一覧（2020 年 8 月 1 日現

在）3をもとに、実施主体である 81自治体

（自治体単独で実施している 4 か所を含む）

の取組について、開設者の種別（保健所・保

健センター、大学病院、医療機関、医師会・

産科医会、助産師会・看護師会等）、相談の

受付方法（電話、面接、電子メール）、受付

方法別の開設日数（1 週間あたり）と夜間

（午後 6 時以降）と休日対応の有無等につ

いて調査を行った。なお、全国の不妊専門相

談センターの調査を行う前に、徳島県から

委託を受けて徳島大学病院が実施している

徳島県不妊専門相談センターの見学と担当

者（看護師）からの聞き取りを実施した。 
 また、先行研究の調査では Pubmed、厚

生労働省ホームページ等により、「不妊

(“ infertility”)」、「情報提供(“ information 
provision”)」等のキーワードで文献検索を

行った。 
 なお、本調査では、すべて公開の情報をも

とに解析を行っており、個人情報は取り扱

っていない。 

 

C．研究結果 

全国の不妊専門相談センターの実施主体、

取組み状況等を集計したところ以下のとお

りであった。事業の実施者としては、保健

所・市町村保健センターが 29 か所（33.0％）、

大学病院が 23 か所（26.2％）、助産師会・

看護師会が 12 か所（13.6％）、医療機関が

6 か所（6.9%）、医師会・産科医会が 4 か所

（4.5％）などであった。（スライド 7）相談
方法のうち電話相談で対応している自治体

は 70 か所（79.5％）、その開設日数は週に

5 日以上が 36 か所（51.4％）、1 日以上 3 日

未満が 24 か所（34.3％）などであった。同

じく面接により対応している自治体は 81
か所（92.0％）、その開設日数は 1 日未満が

32 か所（39.5％）、1 日以上 3 日未満が 24
か所（29.6％）などであった。（スライド 8）
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電子メールでの対応が可能な自治体は 24
か所（27.3%）であった。相談時間のうち休

日の対応が可能な自治体は20か所（22.7%）、

夜間（午後 6 時以降）の対応が可能な自治

体が 7 か所（8.0%）であった。（スライド 9） 
 次に、徳島県が徳島大学病院に委託して

いる不妊相談室（徳島県不妊専門相談セン

ター事業）については以下のとおりであっ

た。相談方法は、面談での相談のみで事前に

電話相談が必要、相談日時は毎週月曜日と

金曜日の午後 3時からと午後 4時からで、

相談時間は 1件につき 30 分から 60 分、相

談費用は無料である。面談の場所は徳島大

学病院の産婦人科外来で、スタッフは生殖

補助医療専門医 2 名（いずれも徳島大学病

院産婦人科医師が兼務）と看護師（非常勤、

日本不妊カウンセリング学会）が配置され

ている。（スライド 5）2021 年度の相談件数

は56件（うち不育相談が3件）、来室者（妻）

の平均年齢は 36歳（最低年齢が 28歳、最

高年齢が 45歳）であった。相談内容（複数

回答あり）は、現在受けている治療に関する

ことが 30件、医療機関の情報に関すること

が 29件、不妊症の一般的な検査・治療に関

することが 26件、治療費用に関することが

24件などであった。不妊治療歴はありが 44
組（78.6%）、なしが 12組（21.4%）であっ

た。（スライド 6） 
 最後に、不妊の情報提供に関する先行

研究として、厚生労働省の子ども・子育て支

援推進調査研究事業（令和 2 年度）に実施

された「不妊治療の実態に関する調査研究」

最終報告書（2001 年 3月）を確認した 6。

不妊治療経験者（治療継続中を含む）である

1,636名を対象として Web調査が実施され、

医療機関を受診する前に取り組んでいた活

動（情報収集を含む）、不妊治療中に欲しい

と感じる情報、医療機関を選択した理由な

どについて、選択肢ごとの件数と割合など

について確認した。（スライド 13、14、15）
また、Pubmed を活用して、不妊治療の情

報提供に関する先行研究を調査したところ、

不妊治療の内容の情報提供など、情報提供

は患者の治療法の選択やインフォームド・

コンセントの関連で取り扱われていた。イ

ギリス、オーストラリア、ドイツなどでは、

医学的、心理的な情報について提供やカウ

ンセリングが義務化されていることも判明

した 7-9。（スライド 11、12） 
 

D．考察 

不妊に関する情報提供に関する必要性は以

前から認識されており、1996 年度から国は

センター事業に取り組んでいる。その後、

2004 年度から特定の不妊治療（顕微授精等）

に対する費用助成も背景に、体外受精・胚移

植の治療件数は増加している。（スライド 1）
不妊治療に関する情報のニーズは高まり、

それらを提供する体制を検討する必要性も

増していると言える。また、2013 年の国の

特定の不妊治療に対する費用助成を見直す

際の検討会でも指摘されているように、イ

ンターネット環境の変化や民間の支援団体

の増加等によって、不妊治療を希望する方・

受けている方が自ら容易に得られるように

なっている。（スライド 3）情報を提供する

主体が拡大・多様化し、不妊に悩む方からの

情報へのアクセスも容易になっていると言

える。このような状況も踏まえて、不妊に悩

む方に対する情報提供の実情について正確

に把握し、望ましい情報提供体制について

検討する必要がある。 
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 まず、本研究では公的な情報提供の取組

みである不妊専門相談センター事業につい

て把握することとした。徳島県が徳島大学

病院に委託して実施している徳島県不妊専

門相談センター事業についての聞き取りで

は、生殖補助医療専門医（徳島大学病院医師

が兼務）が週に２日、１日あたり最大２コマ

（１コマ 30 分から 60 分）の相談対応を行

っているとのことであった。（スライド 5、
6）内容としては、現在受けている治療が最

も多く、セカンドオピニオンとして利用さ

れている可能性があるのではないかと考え

られた。また、次いで医療機関の情報が多

く、徳島県内では不妊治療を行っている医

療機関は３機関しかなく 5、徳島県内で医療

機関を選択する余地は限られている。その

ため、徳島大学病院を受診する前のカウン

セリングとして機能している可能性が考え

られた。全体的に医学専門的な相談に対応

しており、不妊であることをすでに認識し、

治療を受けているまたは受ける少し前とい

った方の相談が多い印象であった。 
 次に、全国の自治体（2020 年 8 月現在、

81 か所）が取り組むセンター事業の調査で

は、その実施主体について、大学、医療機関

又は保健所、職能団体のどちらかとなって

いる場合があり、センター事業で提供され

ている情報が都道府県で偏りがある可能性

があるのではないかと考えられた。また、電

子メールでの対応や、夜間・休日の対応が可

能な不妊専門相談センターは少なく、利用

者のライフスタイルに合わせた対応が困難

である可能性があるのではないかと考えら

れた。徳島県と全国のセンター事業の取組

みを調査した結果、センター事業で対応で

きる相談、情報提供には限りがあり、センタ

ー事業以外のインターネット、雑誌、患者団

体等を含めた情報提供について調査する必

要があると考えられた。（スライド 10） 
 さらに、先行研究の調査では、世界的に情

報提供に関して調査結果の報告は少ない状

況であった。報告されている論文では、患者

の治療前の治療法の選択に関する情報（リ

スク、合併症等）に関するものが多く、情報

提供は患者の治療法の選択やインフォーム

ド・コンセントの関連で調査が実施されて

いた。（スライド 12）また、欧州では治療前

の心理カウンセリングや医師からの医学的、

心理的な情報を受けておくことを義務化し

ている国も見受けられた 7-9。（スライド 11）
いずれにしても不妊に悩む方が医療機関を

受診する前の情報提供について取り上げて

いる論文は見受けられなかった。 
 一方で、国内の 2020 年度の子ども・子育

て支援推進調査研究事業で実施された不妊

治療を受けた方（治療中も含む）を対象

（1,636 人）としたアンケート調査が報告さ

れている 6。この報告書の内容の不妊治療中

にほしいと感じる情報の結果を踏まえると、

不妊治療の情報は大きく①治療に関する情

報（医療機関、治療成功率を含む）、②心理

的サポートに関する情報（不安への対応等）、

③制度に関する情報（助成金、里親・養子縁

組等）と④その他に分けられると考えられ

た。（スライド 13）医療機関を選択した理由

（従来から通院を除く）では、インターネッ

ト等で調べたが最も割合が高く、次いで自

宅、職場から通いやすい、知人等の順であっ

た。特定不妊治療費助成制度を知った経緯

では、自治体ホームページが最も割合が高

く、次いで厚生労働省ホームページであっ

た。（スライド 14）これらから知りたい内容
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によって、情報収集する手段は異なってい

ることから、大きく治療開始前（医療機関を

選択する前）と治療開始後の二つに分けて、

情報の内容（知りたい内容）ごとに入手手段

を質問することが適当と考えられた。なお、

不妊専門相談センターに関しては、医療機

関受診前に相談したと回答した件数や、不

妊専門相談センターについて知っていると

回答した割合は限られており、情報提供に

関して調査では不妊専門相談センターに限

らず広く調査をする必要があると考えられ

た。（スライド 15） 
 最後に、2022 年度に本研究で実施する予

定のアンケート調査の内容について検討し

た。調査対象は、これまでの先行研究や実施

する調査の内容も踏まえ、不妊治療経験者

（治療中を含む）またはパートナーが不妊

治療経験者（治療中を含む）とすることとし

た。調査の実施方法では、全国の特定不妊治

療を実施している医療機関を通じて、その

患者に対して調査を行うことも検討したが、

実施している回答者を多く集める必要があ

ることと、国内での先行研究の実施方法 6も

踏まえ、民間調査会社のモニターを対象と

したWeb調査が適当ではないかと考えられ

た。（スライド 17） 
 今後の調査票の設問作成においては、

情報提供のアウトカムをどのように設定す

るかが課題であると考えられる。候補とし

ては、不妊に悩む方の情報を受け取った後

の満足度や、医療機関受診の迷いの解消を

反映していると考えられる医療機関受診ま

での期間等が考えられる。そのほかに、ここ

数年問題となっている新型コロナウイルス

感染症を意識した設問を盛り込むことも検

討する必要があると考える。いずれにして

も、情報提供の詳細の把握だけでなく、ユー

ザーサイドの設問も盛り込んで望ましい情

報提供のあり方を検討できるデータとする

ことが求められる。なお、不妊に悩む方が、

不妊であることを疑い、医療機関受診、診

断、治療開始等の段階が想定されるが、広範

囲に及ぶことと、医療機関において治療を

受けている間は、セカンドオピニオンを含

めて医療機関の専門職等からの必要に応じ

た情報提供を受けることが可能であること

から、調査票の設問数が多い場合は治療開

始前に焦点をあてて調査を実施することも

検討すべきであると考える。（スライド 16、
19） 
 

E．結論 

不妊治療の普及を背景に、不妊に悩む方

の不妊に関する情報のニーズは高まってい

る。一方で、インターネットの環境の整備が

急速に進んでおり、情報収集の手段は多様

化している。情報提供のあり方を考えるう

えで、不妊に関する情報収集について明ら

かにした研究は少ない。詳細を明らかにし、

その結果に基づいた不妊に悩む方へ情報提

供のありかを考えることが重要である。 

 

G．研究発表 

1．論文発表 無し 

2．学会発表 無し 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

無し 
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